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地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律の改正について 

法律名 地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律

公布日 平成２６年５月１４日

施行日 一部の規定を除き、公布の日から起算して２年を超えない範囲内におい

て政令で定める日（平成２８年４月１日）

公布された法律

のあらまし

１ 趣旨・目的

  地方公務員について、人事評価制度の導入等により能力及び実績に

基づく人事管理の徹底を図るとともに、退職管理の適正を確保するた

め、再就職者による依頼等の規制の導入等を行うもの。

２ 要旨

（１） 能力及び実績に基づく人事管理の徹底

①  任命権者は、職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能

力及び挙げた業績を把握した上で、人事評価を定期的に行うこ

ととし、その結果を任用、給与、分限その他の人事管理の基礎

として活用する。

②  職務給原則を徹底するため、地方公共団体は、給与に関する

条例において等級別基準職務表を定め、等級及び職務上の段階

ごとに職員数を公表する。

（２） 退職管理の適正の確保

①  離職後に営利企業等の地位に就いた職員が、地方公共団体の

執行機関の組織等の職員に対して、当該営利企業等が関係する

契約又は処分であって離職前に関係していた職務に属するもの

等に関して働きかけを行うことを規制する。

②  地方公共団体は、国家公務員法における退職管理に関する規

定の趣旨及び当該地方公共団体の職員の離職後の就職の状況を

勘案し、退職管理の適正を確保するために必要と認められる措

置を講ずる。

（３） 特定地方独立行政法人の役職員について、原則として、地方公務

員と同様の措置を講ずる。

地方公共団体の

事務への影響

○ 任命権者は、定期的に人事評価を行わなければならないこととされ

た。（要旨（１）①関係）

○ 給与に関する条例について、等級別基準職務表を定める等の整備が

必要となった。（要旨（１）②関係）

○ 任命権者は、等級及び職務上の段階ごとに職員の数を、毎年、地方

公共団体の長に報告しなければならないこととされた。地方公共団体の

長は、毎年、任命権者からの報告を取りまとめ、公表しなければならな

いこととされた。（要旨（１）②関係）

○ 退職管理の適正の確保に関し、条例・地方公共団体の規則や人事委

員会規則・公平委員会規則の整備が必要となった。（要旨（２）関係）
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